
 

 

令 和 ５ 年 度 事 業 計 画 

 
 

パナソニックアソシエイツ滋賀 株式会社 

 

１ 基 本 方 針 

  当社は、「重度障がい者多数雇用」を目的とし、働く意志と能力を持ちながら適職や職場環境に恵まれない人

々に安定した職場と雇用を確保・促進するために、滋賀県と彦根市およびパナソニック株式会社の３者による第

三セクター方式によって、平成６年８月に設立された。 

  会社は社会の公器であるという考えのもとに、全員参加による経営により、障がいのある人もない人も、一体

融和して仕事を分担し、仕事の能力、スキルに応じた公明正大な運営を目指す。 

  具体的には、障がいのある人とない人が共に協力し合い、「個人の自立・職場の自立・仕事の自立・経営の自

立」の４つの自立を標榜し、みんなの幸せと会社の繁栄の実現を目指す。 

 

２  事 業 計 画 

 (1) 製造・販売事業 

ア 電子回路を中心に電器機能部品の製造およびこれらの販売を行う。 

  イ アに付帯し、または関連する一切の事業を行う。 

 (2) 障がい者雇用の推進 

  ア 障がい者の雇用の確保および能力の向上を図る。 

（ｱ） パナソニック株式会社モノづくり競技大会への出場と入賞 

（ｲ） パナソニックグループモノづくり競技大会への出場と入賞 

（ｳ） 滋賀県障害者技能競技大会（アビリンピック滋賀）への出場と入賞 

（ｴ） 全国障害者技能競技大会（全国アビリンピック）への出場 

  イ 就業体験実習、工場見学の受入を行う。 

  ウ 障がい者の採用確保に向けた体制の維持・強化を図る。 

（ｱ） パナソニックグループ内特例子会社との情報交換 

（ｲ） 特別支援学校や就労支援機関との採用に関する連携 

（『湖東地域障がい者雇用に関する連絡会議』への参画および実習受入） 

（ｳ） 近隣の高校での障がい者の在籍状況ヒアリングおよび会社紹介 
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収  支  見  込 

自 令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 

至 令和 ６ 年 ３ 月 31 日 

                                                     (単位 千円)  
 

科                目 本 年 度 前 年 度 比  較 備  考 

１ 売 上 高 

   親 会 社 売 上 高 

 

4,405,868 

 

4,325,096 

 

  80,772 
 

       売 上 高 計       (Ａ) 4,405,868 4,325,096   80,772 

 

 

２ 販売費および一般管理費 

   材 料 費 等 

   消 耗 工 具 費 

   人 件 費 

   償 却 費 

   そ の 他 費 用 

 

3,798,132 

17,310 

354,598 

74,678 

172,216 

 

3,745,296 

24,500 

344,604 

75,515 

144,099 

 

   52,836 

△   7,190 

   9,994 

△    837 

  28,117 

 

       販売費および一般管理費計       (Ｂ) 4,416,934 4,334,014   82,920  

３ 営 業 利 益    (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) △  11,066 △   8,918 △   2,148  

４ 営 業 外 収 益 

   受 取 利 息 

   そ の 他 営 業 外 収 益 

 

360 

39,960 

 

360 

42,100 

 

   － 

△   2,140 

 

       営 業 外 収 益 計        (Ｄ) 40,320 

2,260 

42,460 △   2,140  

５ 経 常 利 益   (Ｅ)=(Ｃ)+(Ｄ) 29,254 33,542 △    4,288  

６ 税 引 前 当 期 純 利 益       (Ｆ)=(Ｅ) 29,254 33,542 △    4,288  

７ 法 人 税 等         (Ｇ) 8,893 10,197  △   1,304  

８ 当 期 純 利 益     (Ｈ)=(Ｆ)-(Ｇ) 20,361 23,345 

 

△    2,984  
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令 和 ４ 年 度 事 業 報 告 

 

パナソニックアソシエイツ滋賀 株式会社 

 

１ 事 業 概 要 

  当社は、会社は社会の公器であるという考えのもとに、全員参加による経営により、障がいのある人もない人

も、一体融和して仕事を分担し、仕事の能力、スキルに応じた公明正大な運営を推進した。 

  令和４年度は、世界的な電子部品等の入手難と新型コロナウイルス感染拡大による海外工場のロックダウンの

影響を受けた客先からの減産要請に振り回される中、親会社であるパナソニック株式会社の部品調達力と社内で

の生産対応により、計画には届かなかったものの、前年度を上回る販売となった。経常利益については、原材料

費等の高騰の影響が大きく、生産性向上やコスト低減に努めたが、計画および前年度実績を共に下回った。 

 

２  事 業 実 績 

 (1) 製造・販売事業 

電子回路を中心に電器機能部品の製造・販売を行った。 

(2) 障がい者雇用の推進 

  ア  障がい者の雇用の確保および能力の向上に努めた。 

（ｱ） パナソニック株式会社モノづくり競技大会 10名出場 ２名入賞  

（ｲ） パナソニックグループモノづくり競技大会 ３名出場 １名入賞  

（ｳ） 全国障害者技能競技大会（全国アビリンピック）  ２名出場 入賞なし 

（ｴ） 滋賀県障害者技能競技大会（アビリンピック滋賀） ４名出場 ２名入賞 

(ｵ) 障がい者の入社 中途採用 １名 

(ｶ) 厚生労働省によるユースエール企業認証継続 

(ｷ) 厚生労働省による 2022 年度もにす企業認定 

(ｸ) 優秀勤労障害者 滋賀県知事表彰 １名受賞、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長努 

力賞 １名受賞 

  イ 就業体験実習、工場見学の受入を行った。 

（ｱ） 就業体験実習の受入 62.5 名（延べ人数） 

（ｲ） 工場見学の受入    79 名 

  ウ 働く意思と能力のある障がい者を探し出し、雇用につなげる活動を行った。 

（ｱ） 全国障害者雇用事業所協会滋賀ブロック会議を通じた障がい者雇用に関する意見・情報交換 

（ｲ） 湖東地域障がい者雇用に関する連絡会議への参画   

（ｳ） 主に近隣の高校での障がい者在籍状況等について、先生と情報交換の実施 

    11 校を訪問 

エ 新型コロナウイルス感染症に対する安全職場対策を講じた。 

(ｱ)  車通勤者の作業着での通勤を認め、更衣室の密集を回避するなどの３密回避 

(ｲ)  毎朝出社前に体温を測定し、出社時に記録を残すなど体調管理の徹底 

(ｳ)  聴覚障がい者とのコミュニケーションに筆談機やスマートフォンアプリを活用した飛沫感染防止対策 

(ｴ)  すべてのドアの前に消毒液を配置、定期的に換気を行うなどの衛生対策 
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損 益 計 算 書 

 自  令和  ４年 ４ 月 １ 日 

 至  令和  ５年 ３ 月 31 日 

（単位 千円）   

科          目 金          額 

売  上  高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販売費および一般管理費 

営 業 利 益 

 

営 業 外 収 益 

（その他営業外収益） 

営 業 外 費 用 

    

経 常 利 益 
 

特 別 損 失 
 

税 引 前 当 期 純 利 益 
 

法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 
 

 当 期 純 利 益 

     3,992,905 

    3,982,639 

     10,266 

      18,500 

     △  8,234 

 

40,002 

(39,240) 

555 

                                

31,213 
 

145 

31,068 
 

10,520 

 △   616 
 

21,164 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 
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貸 借 対 照 表 

令和 ５ 年 ３ 月 31 日現在                              

                                                        （単位 千円） 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

 

流 動 資 産 

 現 金 お よ び 預 金 

 売 掛 金 

 仕 掛 品 

 原 材 料 ・ 貯 蔵 品 

 未  収  入  金 

 連 結 預 け 金 (預 金 ) 

 前 払 費 用 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

  建 物 

  機 械 装 置 

  車 両 運 搬 具 

  工 具 器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

施 設 利 用 権 

 投 資 そ の 他 資 産 

    繰 延 税 金 資 産 

        

1,095,080 

          6,683 

371,021 

 60,590 

                74,356 

                53,502 

               528,790 

                   138 

402,927 

               391,074 

                65,302 

               322,019 

                3,002 

                   751 

                    －  

                    －                     

               11,853 

11,853 

 

流 動 負 債 

  買 掛 金 

 未 払 金 

 未 払 費 用 

 未 払 法 人 税 

 未 払 消 費 税 

 預 り 金 

 賞 与 引 当 金 

固 定 負 債 

 退 職 給 付 引 当 金 

  

 

        

 540,136 

 457,081 

     － 

 46,330 

 839 

         12,100 

 259 

    23,527 

 28,238 

 28,238 

               

負 債 合 計               568,374 

純  資  産  の  部 

 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 利 益 剰 余 金 

  特 別 償 却 積 立 金 

  圧 縮 記 帳 積 立 金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

  (う ち 当 期 純 損 益 ) 

  

               

        929,633 

     50,000 

    879,633 

 9,997 

 10,829 

 858,807 

   (21,164) 

純 資 産 合 計                929,633 

資  産  合  計                1,498,007 負 債 純 資 産 合 計          1,498,007 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 
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